
- 1 -

編 　 修 　 趣 　 意 　 書
（教育基本法との対照表）

※ 受 理 番 号 学 　 校 教 　 科 種 　 目 学 　 年

28-66 高等学校 公民科 政治・経済

※ 発 行 者 の
番 号 ・ 略 号

※ 教 科 書 の
記 号 ・ 番 号  ※教　科　書　名

35
清水

政 経 
314 高等学校　現代政治・経済　新訂版

 編修の基本方針１
本書は，教育基本法第２条に示された教育の目標を達成するため，以下の基本方針にもとづき編
修されました。

　 教育基本法第２条第１号に関して ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

▶現代の政治・経済，現代社会の諸課題を取り上げながら，その考察の視点を学習のなかで見いだせる
ように配慮して構成した。高校生として身に付けるべき道徳観や，社会において必要な標準的知識を
網羅した。全編にわたり，コラム，図やグラフを用いた解説，注などで多面的に記述した。

　 教育基本法第２条第２号に関して ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

▶人権保障の基本的原理，経済活動の基本，消費者問題，労働問題，雇用問題などの学習をつうじて，
この事項を達成できるように記述した。

　 教育基本法第２条第３号に関して ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

▶民主主義や基本的人権の発達のようすを系統的に記述し，そのなかで平等や公共の精神という概念な
どを認識できるよう留意した。また現実の社会のなかで，どのように実践されているのかにも触れた。

　 教育基本法第２条第４号に関して ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

▶現代社会における課題として，生命の尊重や環境保全の基本的な論点を見いだし，それをさらに深め
ていけるよう，記述内容を工夫した。

　 教育基本法第２条第５号に関して ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

▶これまでの日本で育まれてきた文化と伝統，および今の日本で見られる文化の諸相をきちんと記述し，
国際化の進む現代社会で，日本という国や郷土への愛情をもって学習を進められるよう配慮した。ま
た，国際平和や国際協力への寄与については，多面的に取り扱った

①

②

③

④

⑤
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 対照表２
図書の

構成・内容 特に意を用いた点や特色 該当箇所

第１編 　「現代の政治」　
第１編は，「第１章　民主政治の基本原理」「第２章　日本国憲法と
国民主権」「第３章　日本国憲法と平和主義」「第４章　日本国憲法
と人権保障」「第５章　日本の政治機構」「第６章　現代日本の政治」

「第７章　国際政治と日本」の７章で構成した。
中学校公民的分野の政治学習を踏まえ，さらに範囲と内容を深化さ
せ，現代の日本の政治と国際政治の現実に迫れるようにした。それ
ぞれの項目において丁寧に記述・解説し，生徒のより深い理解と多
角的な考察を促すことに意を用いた。　（第１号）

第１編すべて

民主主義とその成立過程，日本国憲法の基本原理と国民生活とのか
かわり，その解釈などについて事例を挙げながら，丁寧に解説した。
また，個人と社会とのかかわりなどにおける法意識，司法制度の在
り方について理解を深めさせられるよう，生徒が主体的に考察でき
るように工夫して記述した。　（第２号）

p. ９～ 11，
p.12 ～ 20，
p.29 ～ 31，
p.42 ～ 53，
p.70 ～ 74 など

日本国憲法にある平和主義の考え方や，国民生活を維持し，民主的
に統治するためのしくみなどについて，その現状と課題をきちんと
理解できるように記述した。日本の政治機構と政治課題を詳細に記
述し，現実の人権状況，主体的に社会（政治）参加することなどに
ついてもふれた。「主権者教育」という視点から，政治参加への積
極的な姿勢を育むよう工夫を施した。　（第１・３号）

p.32 ～ 41，
p.54 ～ 63，
p.64 ～ 69，
p.78 ～ 87 など

国際社会が築いてきたルールや現在の国際社会の情勢について記述
し，さまざまな立場があるなかで，国際社会がどのように共存して
いくかを，政治・人権・平和などの視点から問いかけた。日本をと
りまく安全保障の問題，現代の国際政治の特質や国際紛争の原因と
現状を把握し，国際社会での日本の果たすべき役割を考察できるよ
うにした。　（第４・５号）

p.88 ～ 91，
p.92 ～ 98，
p.102 ～ 107，
p.108 ～ 111，
p.112 ～ 114 など

第２編 　「現代の経済」
第２編は，「第１章　現代経済のしくみと特質」「第２章　金融と財
政のしくみ」「第３章　日本経済のあゆみと現状」「第４章　福祉の
向上と日本経済の課題」「第５章　世界経済と日本」の５章で構成
した。
この編も，中学校公民的分野の経済学習を踏まえ，より分析的，よ
り深化させて現代の経済を構造的に把握できるようにつとめた。丁
寧に記述・解説し，生徒のより深い理解と多角的な考察を促すこと
に意を用いた。　（第１号）

第２編すべて
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図書の
構成・内容 特に意を用いた点や特色 該当箇所

経済活動の意義や経済のしくみなどの基礎的知識について，経済思
想史の流れを取り入れながら概観し，現代資本主義のしくみ，金融
と財政のしくみと働きなどについて具体的事例を出しながらわかり
やすく記述した。基礎・基本を押さえて記述し，その歴史的変遷や，
現代の経済社会における諸問題を幅広い視点から取り上げ，生徒が
日常生活のなかで，消費行動（契約）や消費者主権といった観点か
ら経済活動について考えることの必要性を示した。　（第２・３号）。

p.116 ～ 121，
p.130 ～ 132，
p.144 ～ 154 など

日本経済の近現代における歴史を概観し，現代の日本社会における
企業（中小企業など）のしくみや現実の社会のなかでおきている，
労働・環境・消費者・農業・社会保障の問題点などを整理し，主体
的に課題解決を考えるきっかけとなるよう，材料を提供しながら配
慮して記述した。資料などを提示して，より身近に考えられるよう
工夫した。　（第２・３号）

p.155 ～ 162，
p.169 ～ 173，
p.174 ～ 179，
p.180 ～ 181，
p.182 ～ 184，
p.185 ～ 187，
p.188 ～ 191 など

国際間における貿易や世界経済の発展などについて，基本的な内容
から現在も進行している国際経済の動きまで，丁寧に記述している。
今日の世界経済が抱えている問題を焦点化して取り上げ，持続可能
な発展のための国際的取り組みを提起し，日本の国際貢献や国際協
力などについても，紙面を尽くした。　（第３・５号）

p.192 ～ 196，
p.203 ～ 208，
p.214 ～ 217，
p.218 ～ 220 など

第３編 　「現代社会の諸課題」
第３編は，「第１章　現代日本の政治や経済の諸課題」「第２章　国
際社会の政治や経済の諸課題」の２章で構成した。学習指導要領に
則り，この科目のまとめとして位置づけて構成した。
第１編「現代の政治」，第２編「現代の経済」で学んだことにもとづき，
持続可能な社会の形成が求められる現代において，日本や国際社会
における政治や経済の諸課題について多面的・多角的に探求させ，
解決していく方法を考察していく力を身に付けていくことができる
ように留意した。これらは網羅的に取り扱うのではなく，いくつか
を選択して取り扱うことから，それぞれを主題学習として展開でき
るようにした。また，日本と世界の諸課題が，鮮明に浮かび上がる
よう，見開き２ページでコンパクトにまとめて記述した。　（第１号）

第３編すべて
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 上記の記載事項以外に特に意を用いた点や特色３
本書では，上記以外に，以下のような教育的な配慮をほどこしました。

▶本文の内容をさらに深めるために，注には見出し語をつけて明確にし，さらに判例などもはっきりと
区別できるよう配置・デザインを工夫して多数取り上げた。これらは，生徒が興味・関心をもって学
習を掘り下げられるよう配慮して記述した。

▶写真・図版・グラフなどは四色刷として視覚的効果を高め，生徒の興味・関心や本文内容への理解を
深められるように意を用いた。

▶課題編 12テーマは，生徒の興味・関心を引きつけるテーマを幅広く設定した。現代社会が抱える問
題意識を，いろいろな視点から考えさせるよう配慮した。特に主権者の立場については意識して記述
した。

▶学習の利便性を考え，巻末には憲法や法律の条文を資料として用意した。

もくじ　32　もくじ
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▶各編扉においては，各編の内容に関連した写真を複数掲載し，それらを読み取ることでこれから学ぶ
テーマの特色を予測し展望できるようにしている。

▶各編の冒頭は，「政治とは何か？」「経済のしくみとは？」といった各分野の土台となる内容を配置し，
丁寧な説明を心がけた。生徒が基礎からしっかり学ぶことが可能な導入となっている。

▶全編を通して，本文の記述に力を入れ，生徒の理解を深められるよう配慮して解説している。
▶本文の内容を深めるために，注には見出し語をつけて明確にした。さらに判例などもはっきりと区別
できるよう配置・デザインを工夫して多数取り上げ，学習を掘り下げられるよう配慮して記述した。

①

第

編
1

現
代
の
政
治

衆議院本会議場（東京）下，模
擬投票をする高校生（2015 年，
東京）右，会見するアウン = サ
ン = スー = チー氏（2012 年，
ミャンマー）上，戦車を取り囲
む反政府デモの民衆（2011 
年，エジプト）左
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「経済」ってなに
私たちは働くことでお金を稼

かせ

ぎ，その収入から貯金を
して将来に備え，ときにはローンを組んで商品や住宅

を購入する。経済活動は私たちのくらしにとって必要不可欠な活動である。
現代の私たちは，さまざまなかたちで経済活動にたずさわっている。働くこ
とによって賃金を得るとき，私たちは労働者である。そして，買い物をする
ときの私たちは消費者である。株式投資を通じて企業の株主になったならば，
小さいながらも資本家であり，企業として行動する自営業主・企業経営者と
なることもあるだろう。
　誰もがのぞむだけ財やサービスを利用しても不足がおきないならば，それ
らが取り引きされることはない。金銭的な契約や取り引きが生じるのは，財・
サービスやその他の資源に希

き

少
しょう

性
せい

（有限で，すべての人が無料で自由に利用
したとしたならば不足してしまうこと）があるためである。
　希少性が交換を生む。そして，交換の際の条件を金銭であらわしたものが
価格である。希少な対象を手放すためには，なんらかの対

たい

価
か

が必要となる。
時間が有限であるから，雇

こ

用
よう

というかたちで他人の時間を利用するためには
賃
ちん

金
ぎん

を支払わなければならない。

➡p.139

第1章 現代経済のしくみと特質

経済活動の基本概念1

交換から分業へ
私たちは交換に
よって失うもの

（費用）と得るもの（利益・便
べん

益
えき

）をくら
べて自身の行動をきめている。便益を
あたえてくれる財・サービスは希少で
あるため，便益を得るためには費用が必要である。「何かを得るためには何
かをあきらめなければならない」という状況はト

trade-off

レード - オフとよばれる。
　個人の所有権が確立され，自由な取り引きが保障されている社会では，売
り手と買い手の合意なしに取り引きがおこなわれることはない。そのため当
事者双方にとって，費用をこえる便益が得られる（と予想される）取り引きだ
けが成立することになる。
　このように，費用を上回る便益が得られる交換しかおこなわれない社会で
は，取り引きは，それが成立したならば，必ず双方にとって得

とく

となる。社会
全体での経済的な豊かさや満足度を経

けい

済
ざい

厚
こう

生
せい

という。双方合意の上でおこな
われる交換や取り引きは，必ず経済厚生を上昇させる。
　たとえば，労働者にとっては，働くことによって失われる時間や苦労を上
回る賃金が約束されており，企業側からみると，支払う賃金以上にその人を
雇
やと

うことにより利益が増加すると予想されるときのみ，雇用という取り引き
が可能となる。なお，費用も便益もその場の金銭的なものだけとはかぎらな
い。将来予想される便益や心理的な負担感なども重要な便益・費用である。
　交換には分業を可能にする機能がある。交換を通じてのみ私たちは自分自
身がつくっていないものを入手することができるのだ。私たちが畑を耕

たがや

して
いないのに野菜を食べることができ，機

はた

織
お

りをしていないのに服を着ること
ができるのは交換と分業のたまものである。私たちは交換と分業によって自
給自足経済では得られない，生活の豊かさや満足を得ている。
　分業によって各自は自分の得意とする分野の仕事に集中できるようにな
る。おのおのが，自身が得意とする分野に集中的に時間を費やすことで，社
会全体での財・サービスの総生産は増大することになる。さらに，分業によっ
て特定の活動を長く継続的におこなうことで熟練し，長期的な生産性を高め
る効果がある。

1  個人における経済活動

限られた予算で
モノ・サービスを得る

働く

稼ぐ 買う

限られた時間を
労働と余暇に配分する

限られた環境で
最大限の所得を得る

個人における
経済活動

限られた
資源をいかに
うまく
配分するか

給
料

ゲーム
試験
勉強

ゲームをするか
試験勉強をするか…

2  トレード -オフの考え方
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25

政治の意義と機能
古代ギリシャの哲

てつ

学
がく

者
しゃ

ア
Aristotelēs

リストテレスは，「人は政
ポリス

治
的動物」であると述べている。彼によれば，人間は，

ポリス（政治体）を離れて生活することはできない。それは，人間のもつ自然
の性質である。しかし，人々の住む社会は，すべて同じだというわけではな
い。社会のなかには，意見や利害の対立がある。その対立を調整して，社会
の秩

ちつ

序
じょ

をつくり，共通の利益を実現していくことで，人間は共存していくこ
とができる。このような人間の営

いとな

みが政治であり，その結果生まれる慣
かん

習
しゅう

・
法
ほう

律
りつ

・制
せい

度
ど

は，それぞれの社会によって異なる。古代ギリシャでは，どうす
れば，人間はよりよい社会をつくることができるのかが追求された。「ポリ
ス的動物」のもう一つの意味は，人間は，よりよい社会をつくるために，その能
力を発

はっ

揮
き

することができるし，発揮しなければならないということである。
　「ポリス」を，広く，人間が所属する集団や組織とみなすならば，人間はど
こにおいても，政治をおこなっているといえる。

権力と自由
人々の間に秩序を形成し維持するために行使される力
を権力とよぶ。人によって価値観や利害に違いがある。

したがって，特定の価値や利害の実現を目的として権力が行使されるとき，
それは自分の価値や利害に反するという意味で，不自由なこととして受け止
められる。自由を勝ち取るために権力への抵抗が起こることがある。しかし，
自分たちの間にある対立がなくなり，生命や財産の安全が保たれるならば，
人は不自由ではあっても権力に従う場合もある。
　民主政治は，民衆が決定をおこなう権力者であるという考えにもとづいて
おこなわれる

▶1
。自分たちのことを自分たちで決められるということは，自由

の度合いが高いということでもある。しかし，社会の意思を決定する場には
対立がもちこまれる。人間が自由であるためにはそれはさけられない。それ

384B.C.～322B.C.

第1章 民主政治の基本原理

政治とはなにか1
ゆえ，自由を尊重しながら，対立を
合意にかえる技術が必要になる。自
由は権力行使の技をみがくことでも
保障されるのである。

国家と主権
政治は，国家と結びつけて理解されることが多い。国
家は，一定の領域（領土・領海・領空）と，そこに住む

人間（国民）を意味するのと同時に，領域と領民に対して排
はい

他
た

的・独占的に支
配する権力をも意味する。このような権力を主権

▶2
という。主権をもつ国家（主

権国家）は，近代のヨーロッパで成立し，20 世紀には世界的に広がった。

➡p.90

➡p.88

▶1　民主政治　民主主義とか民主政治と訳されているdemocracyという言葉は，ギリシア語のdemos（民
衆，人民）とkratia（権力，支配）に由

ゆ

来
らい

する。それは，君主や貴族の権力・支配に対して，民衆の支配を意
味していた。今日では，「国民主権の政治」を意味している。

● 多数決の原理と少数者の尊重 ●

　集団のなかでの意思決定を多数決
でおこなう方法がある。本来ならば，
集団を構成する全員の満足が得られ
るように全員一致で決定するのがの
ぞましい。しかし，現実にはそれは
むずかしい。そこで，意見の対立がある場合，多数者の意思を全体の意思とみなし
て決定をおこなうのが多数決の原理である。
　多数決は，一人もしくは少数の人間が意思決定をおこなうよりも，多数の人々が
決めるほうが，集団の同意を得られるという前提に立っている。
　しかし，多数決による決定が全体の利益を実現できないこともあるし，決定に反
対した少数の人々の権利や利益を侵害することもある。多数者はその場合，少数者
の意見に耳を傾けるとともに，自分たちの意見を再考することが求められる。その
ためには，できるだけ時間をかけて，集団のなかの意見の対立を合意へと導く努力
が大切である。
　社会のなかに，民族，人種，宗教，言語などをめぐって対立がある場合，その対
立が深刻になれば，暴力的な対決になったり，分離独立を求める声が高まったりする。
カナダでは，先住民族の権利，宗派学校の権利，少数派言語教育権を憲法で保障し
ている。

5

10

15

20

▶ 2　主権　通常，領域・国民・主権を国家の 3要素という。主権とは，国家権力の最高性・独立性を示す
用語で，フランスの政治思想家ボダン（1530～ 96）が『国家論』のなかで，はじめて体系的に論じた。今日では，
①国家のもつ権力の対内的な最高性と対外的な独立性，②国政についての最高の意思決定権，という意味で
用いられる。後者の意味での主権は，国民主権と君主主権とに分けられる。

領空

領土

領海

12海里
（約22km）

24海里（約44km）
200海里（約370km）

大陸棚 深海底

公海
接続水域

排他的経済水域（EEZ）

公 空

宇宙空間（大気圏外は主権が及ばない）

基
線

（

　
　

 

　
　

   

）

干
潮
時
の

海
岸
線
な
ど

（

　
　

 

　
　

   

）

干
潮
時
の

海
岸
線
な
ど

（航行の自由など）

1  国家の領域（領土・領海・領空の範囲）
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　 第１編「現代の政治」　～判例情報や法意識にも重点をあてた構成～  ● ● ● ● ● ●

▶第１編では，「民主政治の基本原理」「日本国憲法と国民主権」「日本国憲法と平和主義」「日本国憲法
と人権保障」「日本の政治機構」「現代日本の政治」「国際政治と日本」といった内容で構成した。民
主主義とその成立過程，日本国憲法の基本原理と国民生活とのかかわり，その解釈などについて事例
を挙げながら，丁寧に解説した。

　生徒が本文を読み進めていくなかで，法学的視点を身に付けることができるよう，本文に即したかた
ちで各所に判例情報を配置した。個人と社会とのかかわりなどにおける法意識，司法制度などについ
て理解を深められるよう，生徒が主体的に考察できるような内容となっている。

　 第２編「現代の経済」　～グラフや図版などを用いてわかりやすく～  ● ● ● ● ● ●

▶第２編は，「現代経済のしくみと特質」「金融と財政のしくみ」「日本経済のあゆみと現状」「福祉の向
上と日本経済の課題」「世界経済と日本」の５章で構成した。経済活動の基本的概念や経済の主体や
しくみなど基礎的知識について，具体的事例を出しながらわかりやすく記述した。

　経済分野は，生徒の理解に比較的時間がかかりやすいということを加味し，補説・コラム・グラフや
図版などを使いながらかみ砕いた説明や解説を心がけている。

②

③
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　実際に，文章で書かれた法を具体的な現実にあてはめようとした場合には，
意味を明らかにする作業が必要になる。これを解釈という。法の適用とは，
法律や規則を構成している言葉について，適切な意味をあたえながら，具体
的な事例にあてはめていくことである。その際には，その法が適用されるべ
き案件についての事実判断と，過去の事例に対する裁判所の判断（判例）との
比較，どのように解釈するのが社会の秩序を維持していくうえで望ましいこ
となのかという価値判断が関係してくる。何が正当な解釈であるかは，人々
が共有している社会規範に照らして判断されなければならない。
　法はこのように，法律のように文章化されて紙に書かれた法規範（成文法）
だけでなく，判例や，それを踏まえた解釈の枠組として，人々に意識されて
いる。この全体をさして「生きた法」とよぶこともある。

公法と私法
日本では，すべての法律は，おおむね，公法と私法に
分けられる。公法とは，国家権力の発動にかかわる法

であり，憲法や行政法，刑法などが該当する。それに対し，私法とは，国民
相互間の法律関係をめぐる法で，民法や会社法などがここに属する。
　もともと，公法と私法の区別は，自
由な個人の自由な活動がおこなわれる
市民社会を国家権力の介入から守る
（私的自治の原則・契約自由）という観
点から説かれてきた。しかし，今日で
は，労働者や消費者を保護するという
観点から，国家権力が国民相互間の関
係に介入して，一定の基準を確保しよ
うとしている。他方，公害訴訟におい
ては，国に対して求められる国家賠償
は，私法上の損害賠償と同じ機能をは
たす。このように，現代の社会生活で
は，公法と私法の融合が語られること
もある。

　また，倫
りん

理
り

的な正しさにかかわる道徳という規
範もある。「嘘をついてはいけない」というルール
はここに属する。さまざまな宗教や思想が，道徳
の深い説明を試みている。嘘をついてはいけない
場合と例外的に嘘をついてもいい場合の見分け方
など，道徳の細かい内容や，なぜ守らなければな
らないのかという理由などは，道徳の深い説明に
よって違ってくる。同じ宗教，同じ思想をもって
いる人の間でしか共有することがむずかしいこともある。そのため，道徳は
常に不安定なかたちでしか妥当していない。このように，慣習や道徳だけで
は十分な秩序維持ができないため，国家が法律を定め，違反させない態勢づ
くりをしていくことが必要になる。

法的安定性と
法の正義

正義を追求するという点で，法と道徳には共通の性質
がある。「人を殺してはいけない」や「借りたものは返

す」という規範は，法にも道徳にもみいだせる。法的義務と道徳的義務とは，
おたがいに支えあって社会規範としての統制力を強めている。法と道徳が重
なりあって社会の秩序をかたちづくっているのだから，人々が道徳的に「正
しい」と思う内容が法になっているのが理想である。
　しかし他方，法は，あらゆる人々に対して一律の基準であてはめられるも
のでなければならず（法的安定性），硬直的になる傾向がある。そのため，と
きとして，道徳では認められない結果が法的な判断として貫

つらぬ

かれることがあ
る。「悪法も法である」といわれるように，無秩序よりは一定の法的基準があっ
た方が望ましいのは確かだろう。しかし，法的安定性を守るために，法にお
ける正義をあきらめることはしてはならない。一つひとつの事例における正
義の実現と，法的安定性という，矛盾する二つの要請を同時に満たすような
法の内容形成と運用が課題である。

法の解釈と適用
法は，人々が自分の行動を律するための行為規範とし
て意識されるとともに，法に違反する事件や具体的な

紛争に際して，裁判を通じて現実世界に適用される（裁判規範としての法）。
近代国家では，裁判は国家の権力機関である裁判所が独占的に管

かん

轄
かつ

する。

2  さまざまな道路標識　（東京）

交通事故発生！

裁判所 裁判所

救済
（例：損害賠償）

権
利
侵
害

国家機関

私法 公法

私人Ａ
私人Ｂ

人
権
保
障 公

共
の
福
祉
の
実
現

（
例
：
処
罰
）

裁定 裁定

3  公法と私法のちがい
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戦争違法化の潮流
日本国憲法前文は，日本国民が「政府の行為によつ

（っ）

て
再
ふたた

び戦争の惨
さん

禍
か

が起こることのないや
（よ）

うにする」とと
もに，恒

こう

久
きゅう

の平和への決意を述べている。そして，「全世界の国民がひとし
く恐怖と欠乏から免

まぬ

かれ，平和のうちに生存する権利を有する」と宣言し，
平和的生存権

▶1
を規定している。

　この前文の決意と理念を具体化するために，第 9条で戦争の放
ほう

棄
き

と戦力の
不保持，交戦権の否認を定めている。このため日本国憲法は，もっとも徹底
した非戦・非武装平和主義と，平和を人権としてとらえる平和的生存権の承
認という 2点において，世界の憲法史に前例をみない画期的な意義をもつ平
和憲法といわれている

▶2
。

　平和的生存権は，自由権や社会権の保障も平和のなかで生きていかなけれ

ば意味をなさない，という点で，もっとも根源的な人権であり，「人権のな
かの人権」とみなすことができる。現在，国際連合などを中心に，国際的に
もこうした理念が広がりつつある

▶3
。

　第一次世界大戦後の不
1928
戦条約（ケロッグ - ブリアン条約）以後，戦争を違法

なものとして制限・禁止しようとする戦争の違法化のうごきが強まり，戦争
を放棄した憲法が各国で制定された。しかし，これらはいずれも侵

しん

略
りゃく

戦争や
「国家の政策の手段」としての戦争を禁止したものであり，戦力の保持と交戦
権は認めていた。
　これに対して日本国憲法は，いっさいの戦争を無条件に放棄したのみなら
ず，武力の行使と武力による威

い

嚇
かく

をも放棄し，それを保障するために，戦力
の不保持と交戦権の否認を規定した。これは，戦争の違法化を一歩おしすす
めた点で先

せん

駆
く

的なものである。

➡p.92

第3章 日本国憲法と平和主義

平和主義思想の系譜1

▶ 1　平和的生存権　この規定は，チャーチル英首相とローズヴェルト米大統領が1941 年に発表した大西洋
憲章の「この地上のあらゆる人間が，恐怖と欠乏からの自由のうちにその生命を全

まっと

うするための保障となる，
平和を確立することを願う」（第 6項目）という文言に由来する。（→p.93）
▶ 2　平和憲法　戦争の制限を定めた憲法には，フランス革命時のフランス憲法（1791 年），第一次世界大
戦後のスペイン憲法（1931 年），第二次世界大戦後のイタリア憲法（1947 年）などがある。

1  沖縄県民総決起大会　1995 年 9 月
に沖縄でおきた米兵による少女暴行事件を
きっかけに，米兵による犯罪の根絶，基地
の整理・縮小などを求める県民総決起大
会が開かれた。（1995 年10月，宜

ぎ

野
の

湾
わん

市）

日本国憲法が掲げる平和主義は，平和を
実現するために私たちが取るべき行動を示
し，この積極的な行動から，日本と日本国民
の平和と安全が確保されるという考えにもと
づいている。そのため，日本国憲法は，平
和を実現するためのしくみを示したり，戦争

はもとより，紛争，武力衝突や対立などの停
止や，緩和に向けた行動をはたらきかけるよ
う求めているのである

＊1
。

日本国憲法は，国際法上の戦争はもとより，
実質上の戦争も，戦争を誘

ゆう

発
はつ

する武力によ
る威嚇までも禁止したとされる。

＊1　�「戦争」は「宣戦布告」または「最後通
つう

牒
ちょう

」により戦争の意志が示され，戦時国際法の適用をうけ
るものすべてをふくむ。また「武力の行使」は，宣戦布告なしの武器使用などを，「武力による
威嚇」は，実力を背景として自国の主張を相手に認めさせることをいうとされる。

25

30

日本国憲法がめざす平和主義

▶ 3　平和憲法の意義　1999 年ハーグ市民平和会議で「日本の第 9条をみならい，各国議会は自国政府に
戦争をさせない決議をすべきである」とする文書が採択された。世界のNGOに憲法第 9条の価値が認識さ
れた意味は大きい。日本でも2004 年，ノーベル文学賞を受賞した大江健三郎氏ら9人のよびかけで「九条
の会」が発足し，平和憲法の意義などを訴えている。

実際此
こ

ノ改正案ノ第９条ハ戦争ノ放棄ヲ宣言シ，我ガ
国ガ全世界中最モ徹底的ナ平和運動ノ先頭ニ立ッテ指
導的地位ヲ占ムルコトヲ示スモノデアリマス。（中略）
今日ノ時勢ニ尚

なお

国際関係ヲ律スル一ツノ原則トシテ，或
あるいは

範囲内ノ武力制裁ヲ合理化，合法化セムトスルガ如
ごと

キハ，
過去ニ於

お

ケル幾多ノ失敗ヲ繰返ス所
ゆえ ん

以デアリマシテ，最
も

早
はや

我ガ国ノ学ブベキコトデハアリマセヌ。文明ト戦争トハ結
局両立シ得ナイモノデアリマス。文明ガ速

すみや

カニ戦争ヲ全滅
シナケレバ，戦争ガ先

ま

ズ文明ヲ全滅スルコト
ニナリマショウ。私ハ斯

か

様
よう

ナ信念ヲ持ッテ此
ノ改正案ヲ起草ノ議ニ与

あづか

ッタノデアリマス。
� （1946 年 8月，貴族院本会議）

5

10

第９条の発案者の１人とされる 幣
しで
原
はら
喜重郎国務大臣の発言

コスタリカ共和国憲法
第12条� ①恒久の制度としての軍隊は廃
止する。
②公共秩序の監視と維持のためには，必
要な警察隊を組織することができる。

ドイツ連邦共和国基本法
第4条� ③何人も，その良心に反して，武
器をもってする戦争の役務を強制されて
はならない。…

第26条� ①…侵略戦争の遂行を準備する
のに役立ち，かつ，そのような意図をもっ
てなされる行為は，違憲である。…

5

戦争の放棄や軍隊をもたない
ことを盛り込んでいる各国憲法
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3）難民　政治的理由などによって本国で迫害をうけ，他国に逃れた難民の
保護は，今日，国際社会において大きな課題となっている。日本は 1970 年
代後半以降，インドシナ難民を受け入れ，1980 年代はじめに難

1951
民条約・難

民議定書にくわわり，難民認定にかかわる入管法も制定された。また，緒
お

方
がた

貞
さ だ

子
こ

が 1990 年から 10 年間，国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）で高等弁
務官を務めたことも，難民に対する日本社会の関心を高めた。
　しかし，これまで日本は難民保護に必ずしも積極的とはいえず，庇

ひ

護
ご

希望
者数・難民認定者数ともに先進国のなかでは少ない。また，認定された難民
のかかえる住居・医療・教育・就労など，生活上の困難に対する支援も十分
とはいえない。それは政策的な課題であるとともに，私たちの難民に対する
無知や偏見のあらわれであるともいえよう。

あらためて国家と
人権の関係を考える

これまで，日本国内の外国人（在日米軍関係者を除く）
は，入管法と外国人登録法によって二元管理されてい

たが，2009 年に入管法が改正され，2012 年から一元的な在留管理制度に移

1967

1927～

United Nations High Commissioner for Refugees

➡p.96

行した。
　今後，在日外国人に関する法律を，国際化時代にふさわしいものにいっそ
う改善していく必要がある

▶1
。また，「国籍とは何か」「国境はなぜ必要か」「日

本人とは誰のことか」などについても根本的に考えてみたい。
　日本の永住者の約半数を占める特別永住者の存在は，日本がかつて朝鮮半
島や台湾を植民地として支配したことに由来する。日系外国人の来日や定住
の背景の一つには，日本と本国との経済的な格差がある。在日外国人につい
て議論する際には，なぜ彼らが日本にいるのか，その歴史的経緯や経済的・
社会的原因をきちんと理解する必要があるだろう。

1

ヘイトスピーチをめぐる裁判1

民族学校を攻撃する，ヘイトスピーチをともなう示
じ

威
い

活動や，その映像のネット上での公開について，
京都地裁は，名誉毀

き

損
そん

となり，また人種差別撤廃条約上の「人種差別」に該当するとして，学校側の損
害賠償請求と，同校周辺における示威活動をおこなうことの差し止め請求を認めた。最高裁も被告側の
上告を退け，判決が確定した（2014 年）。

▶ 1　ヘイトスピーチ　近年，大阪や東京などで，在日外国人への差別をあおる，街頭での宣伝活動（ヘイト
スピーチ）がおこなわれ問題化している。日本にはこのような行為を直接に禁じる法律がなく，2014 年に国
連人権規約委員会や人種差別撤廃委員会から，法的規制をおこなうよう勧告された。
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10

自己決定権と医療行為2

1998 年，東京高裁は，輸血への同意権を自己決定権に由来すると述べ，患者の同意を得ないで医師
が輸血をおこなったことを違法とした。最高裁は自己決定権には言及しなかったが，高裁判決の結論を
支持している。

安楽死と尊厳死3

安楽死について名古屋高裁は 1962 年，不
ふ

治
じ

の病であること，苦痛が甚
はなは

だしいこと，本人の真
しん

摯
し

な嘱
しょく

託
たく

または承認があること，医師の手によることなど，6つの要件をあげて，罪にならないこともあると
した。また，95年の東海大安楽死事件で横浜地裁は，医師による安楽死が認められる場合がありうると
しながら，本人の意思表示を欠いた，家族のみの同意による安楽死が殺人にあたるとした。

難民認定者数の推移

4000

5000

6000

3000

2000

1000

0
1412100806040220009896949290888684821960

万人

UNHCR支援対象者

難民＊1

国内避難民など＊2

冷戦の終結

UNHCR支援対象者のみで，UNRWA（国
連パレスチナ難民救済事業機関）の援助下
にあるパレスチナ難民（約549万人）はふ
くまない。2007年から難民や国内避難民
として認定をうけていないが，それに相当
する状況にある人々をふくむ。
＊1　�自国を逃れ他の国の保護をうけている

者。
＊2　�庇護希望者や帰還民，無国籍者（統計の

調査の改善により増加）などをふくむ。
（『世界国勢図会』2015/16年版）

5

10

生命科学や医療技術の急速な進歩にとも
なって，生命倫理（バイオエシックス）が問わ
れるようになり，それは人権のあり方にも多く
の問題を投げかけている。

かつて医療現場では医療者が最善と考え
る治療を一方的に施

ほどこ

すことが当然視されて
いたが，近年はインフォームド-コンセント

（十分な説明にもとづく同意）が欠かせなく
なっている。そして，その背景には，患者が
自らの治療のあり方を選択・決定できるとい

う考え方（自己決定権）がある。臓器移植，安
楽死・尊厳死，自殺，人工妊娠中絶，代理母・
代理出産など，生命倫理に関連する主題の
多くが自己決定権にかかわる。これらを憲
法上どう位置づけるかは課題である。

生命操作につながる先端医療技術の研
究の制限

＊1
と学問の自由との関係も議論とな

る。また，人間は死と同時に人権享
きょう

有
ゆう

の主
体でなくなると考えられるが，脳死

＊2
は，まさに

その死の定義にかかわる難問である。
＊1　�2000 年，ヒト・クローン規制法が制定され，たとえばクローン人間をつくり出すことは禁じら

れている。
＊2　�日本では，臓器移植法（1997 年制定，2009 年改正）が，「脳死した者の身体」からの臓器摘出

を認めているが，脳死を一律に人の死と認めたわけではない。
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医学・医療の進歩と人権
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また，政治的な影響力を高めて急速に軍備を拡張し，アメリカとならぶ超大
国の地位を追っている。他方で，台湾・香港・チベット・ウイグルなどの自
治や独立を求める運動と対立関係にあり，スプラトリー（南沙）諸島の帰属
問題をめぐってベトナム・フィリピンなど周辺諸国との軍事緊張を高めるな
ど，課題も多い。
　冷戦の終結により，朝鮮半島情勢も変化するのではという期待が生まれた。
大韓民国（韓国）は 90 年にソ連と，92 年には中国と国交を樹立した。また 91
年には，韓国と朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の国連への同時加盟が実現
した。そして，南北分断以来初の南北首脳会談が 2000 年に開かれた。ただし，
北朝鮮については，2003 年から核問題などをめぐり，米・中・露・日と南
北朝鮮の 6 か国協議がおこなわれているが，核保有や拉

ら

致
ち

問題などから，進
展を見ていない。
　東南アジアでは，A

Association of South‐East Asian Nations

SEAN（東南アジア諸国連合）が加盟国を 10 か国に増
やして協力関係を深めるとともに，A

Asia-Pacific Economic Cooperation

PEC（アジア太平洋経済協力）や
A

Asia-Europe Meeting

SEM（アジア欧州会合）なども開かれている。経済的には 1997 年に，タイ，
インドネシアなどが通貨危機に見舞われたが，数年で回復に向かった。また，
安全保障面では，ASEAN 地域フォーラム（ARF）などで対話と協議をすす
め，東南アジア非核地帯条約の調印などに進展している。しかし，経済力と
ともに軍事力の拡張傾向もみられ，政治的に不安定な国もある

▶1
。

地球市民・NGO
非政府組織の台頭

強大な政府権力の前で，一人の市民の役割は，弱く小
さいものに見える。しかし，冷戦の終結も，アパルト

ヘイトの終
しゅう

焉
えん

も，当時無名だった市民たちの活動から始まったことを思いお
こそう。弱く小さい市民の人権と民主化の訴えが，ネットワークとなって積
み重なり，あるとき奔

ほん

流
りゅう

となって国際政治をうごかす強い力となった。
　21 世紀の国際政治は，各国の首脳や中央政府の活動にとどまらず，一人
の人間が主体となってかかわり，行動してかえることが可能な時代に入りつ

アセアン

エイペック

➡p.210

つある。この動向は，地球市民という意識の
高まりと，地球的問題に取り組む NGO の活
動の活発化にあらわれている。
　ストックホルムの国

1972
連人間環境会議を契機

に，環境問題が地球的な課題であるという意
識が高まった。環境破壊によって身体を蝕

むしば

ま
れた人々の叫び，レ

R.L.Carson

イチェル = カーソンの『沈
黙の春』の訴え，「地球の友」など環境 NGO の活動，そして「成長の限界」や「宇
宙船地球号」などの言葉が積み上がって，地球の住人すべてに，かけがえの
ない地球環境と，かぎりある資源とを共有していることを認識させた。そし
て，1992 年リオデジャネイロの地球サミットでは，準備段階から NGO や環境
学者が参画する運用の変革が始まり，後の国連の諸会議に引きつがれている。

● NGOの台頭 ●　アフリカなどに飢
き

饉
きん

が広がると，当事国政府の対応を待つので
なく，たとえばオ

Oxfam
クスファムなどのNGOは難民キャンプをつくって飲み水・食料

など配給し始める。また，エボラ出血熱などが流行する兆
ちょう

候
こう

があると，国境なき医
師団など医療NGOが病気を治療し，保健衛生の対処を始める。「グローバルに考え
て，ローカルに行動する（Think�Globally，Act�Locally）」の標語のとおり，NGOは，
国民の視点ではなく，人類の普遍的人権の視点から道徳的聖火を掲げ，かつ，国境
をこえた人的ネットワークを形成し，弱者・犠牲者に寄りそう現場で活動する。
　世界 68 か国には，約一億個の地雷が埋められて除去されず，何の罪もない市民
や子どもを無差別に死傷させ，地雷と不発弾による死傷者数は 1990 年代終わりに
は 15,000 ～ 20,000 人であった。その使用・生産・貯蔵などを禁止する対人地雷禁
止条約が 1997 年に締結されたが，その推進力となったのは約 750 の NGOが参加
した地雷禁止国際キャンペーン（ICBL）であった。地雷等による死傷者数は近年減少
傾向にあり，2012 年は 3,628 名（うち子どもが 47％）であった。NGOに結集した
市民たちの提供する専門知識，公共サービス，経済資源，そして，国際社会におよ
ぼす道義的衝撃力は，各国政府も国連も，無視できなくなっている。
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　地球的な問題を，私たちは主体として受け止めることができる。そして，
等身大の市民活動がその解決に向けて力を発揮することができる 21 世紀に
生きている。

➡p.8

1907～1964

1962刊

▶ 1　政治的に不安定な国々　ミャンマー（ビルマ）では，軍事政権が1990 年の総選挙で圧勝した政党への
政権移譲を拒否し，アウン =サン =スー =チーらの民主化運動を弾圧した。インドネシアでは98年，経済危
機をきっかけに長年つづいたスハルト独裁政権が崩壊し，併

へい

合
ごう

されていた東ティモールが2002 年に独立を実
現した。さらに，アチェ州では自治拡大に向けて，2006 年に州選挙が実施された。

6 　国連人間環境会議　（1972 年，ス
トックホルム）
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5

10

15

経済活動と
経済主体

経済活動とは，生産や消費およびそれらに関連した取
り引きのことである。社会生活を営

いとな

むための活動をほ
とんどふくむ概

がい

念
ねん

であり，目的も中身も多様である。経済活動をする主体は
無数に存在するが，それらは経済主体とよばれ，活動内容から大きく家計・
企業・政府の 3つに分類されている。経済主体間の取り引きによって経済的
な豊かさが生み出され，最終的には家計が消費によってそれを享

きょう

受
じゅ

する。
　家計とは個人で構成される世

せ

帯
たい

であり，企業に労働力を提
てい

供
きょう

したり資産を
運
うん

用
よう

したりすることで所得を得て，消費・貯
ちょ

蓄
ちく

をする。企業とはいわゆる会
社のことであり，投資をして工場などの生産設備を保有し，労働者を雇用す
ることで生産をおこなう。さらに，生産した商品を売ることで収入を得て，
給料や配当を分配する。政府は税を徴

ちょう

収
しゅう

して公共財やサービスを提供し，さ
まざまな政策を実施することで，経済活動全般を調整する。

家計
家計は，みずから企業や政府に労働力を提供して，賃
金などのかたちで労働所得（勤労所得）を受け取る。ま

た，過去に蓄積した資産を運用して，預貯金の利子，株式の配当，保険金，
地代などの資産所得（財産所得）を得る。これらの所得によって，企業の生産
した財やサービスを買い入れて消費する。

➡p.169

➡p.144

経済活動の主体2

1  3 つの経済主体の相互関係　

財・サービスの販売 財・サービスの購入

労働の提供労働の雇用

資本財への投資 お金の貸付

税・社会保険料

公的サービス
（社会保障など）

公的サービス
（補助金など）

公共財 公共財

税・社会保険料

企
業

家
計

市場

政府

現代政治経済-02編-01章-02.indd   119 2017/03/03   15:28

第 1章　現代経済のしくみと特質　133

15

20

25

30

成長と循環
経済活動の規模が大きくなることは，経済成長とよば
れる。経済成長は高い国民福祉の実現に不可欠であ

り，第二次世界大戦後に平均寿命が大幅に伸び，多くの国民が高い教育をう
けられる社会が実現したのは経済成長のおかげである。
　現実の経済成長は，短期的な変動をくり返しながら達成される。この社会
全体の経済活動の水準の変動は，景気変動または景気循環とよばれる。景気
が変動すると，失業や倒産が発生したり，生活が不安定になったりなど，国
民福祉に影響がある。
　経済成長の促進と景気変動の抑制は，国民福祉の向上をめざす政府の，もっ
とも重要な目標である。その目標を達成するために，財政政策や金融政策が
実施されている。

経済成長
経済成長を示す指
標として，通常は

実質経済成長率（実質 GDP の成長率）が
使われる。
　GDP は一国全体での合計の豊かさを
示す指標であるが，人口が変化する長期
的な比較や，規模のちがう国を国際的に
比較する場合には，実質 GDP を人口で
割った一人あたり実質 GDP も重要な指標となる。

➡p.150

経済成長と景気変動6

景気循環の 4局面
好況 　商品価格が上昇し，利潤の増大，生産活
動の活発化，それにともない雇用が拡大し，これ
らが最高に達する状態。
後退 　生産活動や雇用，物価が下り坂に向かう
状態。
＊景気後退が，きわめて短期間に，全産業に急激
にあらわれるとき，これを恐慌（パニック）という。
不況 　これらがもっとも落ち込んで，企業の倒
産や失業者の増大がつづく状態。
回復 　これらがふたたび上り坂に向かう状態。

5

10

景気循環の一周期

山（ピーク）

山（ピーク）

谷（ボトム）

後
退

不
況

好
況

回
復

経済の成
長

1  経済成長の指標

実質GDP＝　　　　　　　　　　×100

経済成長率＝　　　　　　　　　　×100

一人あたりGDP＝　　　　　　

＊物価変動を修正し，名目値を実質値に換
算するための物価指数

名目GDP
＊GDPデフレーター

本年度の
実質GDP − 前年度の

実質GDP
前年度のGDP

実質GDP
総人口
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国民所得と国富
経済活動を全体としてと
らえるために，SNA（国

民経済計算体系）とよばれる一連の統計が作成
されている。SNA は毎年の生産・消費・投資や，
過去の経済活動の蓄積などを金額化して計測し
た，さまざまな統計の体系である。経済活動の
水準を国際的に比較できるよう，国連の定める
統一の基準で計算される。
　経済の状態は，フローとストックの 2 つの側

面から把握される。フ
flow

ローとは，一定期間における取り引きの量であり，
ス

stock

トックとは，ある時点での経済的な蓄積の水準である。たとえば，企業に
とって毎月の売上や支払った給料などがフローであり，工場・設備や借入金
の残高がストックである。ある時点のストックは，経済活動の元本となり，
フローに影響をあたえる。逆に，フローの活動水準によって蓄積の大きさが
きまり，ストックが変化する。企業でいえば，ストックである工場が大きい
ほど多くの生産が可能であり，フローである投資によってつぎの年に使える
工場・設備が増えることに対応している。
【フローの指標】　SNA におけるフローの代表的な指標が国

Gross Domestic Product

内総生産（GDP）
であり，一定期間内（通常は 1 年間）に国内で生み出された付加価値の合計を
あらわす。付加価値とは，生産物から中間生産物を引いたものであり，新た
に生み出された経済的な価値である。GDP は景気の状態や経済規模などを
知るうえで，もっとも重視される指標である。
　生産物や中間生産物の大きさを金額化するのに，取り引きされた時点の価
格を用いたものを名

めい

目
もく

GDP，基準となる時点の価格を用いたものを実質
GDP とよぶ。GDP の前年と比較した変化率は，経済成長率とよばれる。実
質 GDP の変化率である実質経済成長率は，物価の変動分を調整した経済活
動の実態を示す代表的な指標である。
【ストックの指標】　ストックの代表的な指標が国

こく

富
ふ

である。国富とは，国

System of National Account

➡p.133

経済活動の計測とGDP5

内に居住する経済主体が保有する資産の残高である。国富は実物資産と海外
への貸付残高である対外純資産で構成される。工場や機械などの生産設備，
石油・天然ガスなどの地下資源，土地や漁場の経済的な価値の合計が実物資
産である。特許や著作権のような知的財産権もふくまれる。

1 年間の
国民所得
（フロー）

貯蓄

今年1年間の
国富の増加分

前年末の国富
（ストック）

生
産
活
動

消
費

投
資

1  フローとストックの関係

国民所得の相互関係と三面等価の原則

GDP とは「一国で生産された付加価値の合計」であるが，経済の実態を把握するためには，その内
訳を見ることは重要である。その内訳の分け方によって GDP の異なる側面が計測される。どのような
財・サービスが生産されたかに注目した「生産面」，生産された価値が誰の所得となったのかに注目し
た「分配面」，生産された価値がどのような目的に使われたかに注目した「支出面」の３つの見方が特
に重要であり，GDPの三面とよばれる。分配面で見た GDP は国

Gross Domestic Income

内総所得（GDI），支出面で見た
GDP は国

Gross Domestic Expenditure

内総支出（GDE）とよばれる。この３つの側面は，GDP を異なる内訳に分けて計量しただ
けであり，結局は等しくなる。これを三面等価の原則という。

また「一国で生産された付加価値」の計測には，内訳だけではなく総額そのものの計測の方法にも，
いくつかの代替的な尺度が存在している。

GDP は，生産活動による設備等の劣
れっ

化
か

を示す固定資本減
げん

耗
もう

分をふくんでいるため国内「総」生産と
よばれるが，生産額から固定資本減耗分を差し引いたものは，国

Net Domestic Product

内「純」生産（NDP）となる。また，
GDP に，海外での日本人の生産活動への貢献である「海外からの所得の純受け取り」をくわえると，
国内に居住する経済主体の所得となり「

Gross National Income

国民」総所得（GNI）となる。GNI は，かつては国
Gross National Product

民総生産（GNP）
とよばれ，各国の生産活動のもっとも重要な指標であった。

さらに，GDP では生産された付加価値は，市場で取り引きされる価格で評価されており「市場価格
表示」とよばれる。しかし，市場での価格は，消費税などの間接税や補助金の影響で，経済的な価値と
は食い違う可能性がある。そこで，こうした間接税や補助金の影響を除くために，市場価格の GDP か
ら（間接税－補助金）を差し引いたものを「要素費用表示」として計測している。

一国経済の状況を正しく把握するには，生産面・分配面・支出面のいずれを見るのか，固定資本減
耗分・海外での所得・間接税や補助金をふくめるのか，を意識して適切な尺度を選ぶ必要がある。

5

10
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中間生産物付加価値の合計

第１次産業生産額 第２次産業生産額 第３次産業生産額

国内生産額

国内総生産
　（GDP）　

国内総所得
　（GDI）　

国内総支出
　（GDE）　

国民総所得
　（GNI）　

国民純所得
　（NNI）　

国民所得
　（NI）　

企業所得

純輸出
経常海外余剰

海外からの純要素所得

民間最終消費支出 政府最終消費支出 国内純資本形成 固定資本減耗

固定資本減耗

（間接税－補助金）

財産所得 雇用者報酬
国内総資本形成

国民純生産（NNP）
国内純生産（NDP）

（市場価格表示）

（要素費用表示）
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　　　選挙権年齢が 18 歳に引き下げ

られた。高校生にとって「選挙」

は卒業後の「遠いできごと」では

なくなった。在学中に選挙を経験

する可能性がある。参政権を得た

とはいえ，高校生にとっては不安

に思うことは多い。どうやって候

補者や政党を選べばよいのだろ

う，選挙公約はほんとうに守られ

るのだろか，自分が選択を誤ってしまうと社会に迷惑かけることになりはしないか，

など，心配は尽きない。

選挙を前に心にとめておくこと
大切なことは，情報を集めるこ

と，よく考えること，投票する政党や候

補者を決めること，そして何より投票に

行くことだ。

情報を集めるとは，選挙公報を読んだ

り，政見放送や街頭演説を見聞きしたり，

政党や候補者のマニフェストやリーフ

レットを読んだり，Web ページにアク

セスして政党や候補者の考えや政策，提

言などを調べることにとどまらず，日ご

ろから新聞やテレビ，ラジオなどメディ

アの報道や出版物などの情報を収集し，

世の中のことに関心をもつことである。

よく考えるとは，集めた情報を分析す

ることである。自分の言葉で自分の頭で

考えることである。主張や報道の背後に

もう一つの真実が隠されていたり，別の

真理が潜
ひそ

んでいることはよくあること

だ。

分析する枠組みはいろいろ考えられ

る。たとえば，あなたがいまの日本の課

題を列挙し解決すべき優先順位をつけ，

各政党の公約と比較しながら，あなたの

考えにもっとも近い候補者や政党を選ぶ

のはどうだろう。あるいは，政見放送を

見聞きして候補者や政党の公約を比較し

検討して意中の候補者や政党を絞
しぼ

るのは

どうだろう。はたまた，前回や前々回な

どの通常選挙や総選挙の公約を調べ，公

約がどの程度実現されたのか確認してお

くことも候補者や政党を絞るうえで有効

だろう。

政権交代がおこりうること
自分一人が投票したところで選

挙結果はかわらない，という人がいる。

しかし，有権者の一票一票の積み重ねで

選挙結果にもとづく政治は変化し，政権

交代もおきる。小選挙区制は実際の投票

行動の変化よりも選挙結果の揺れ幅の方

選
挙
権
を
も
つ
高
校
三
年
生

1
18
歳
選
挙
権
か
ら
考
え
る
政
治
と
は
な
に
か
？

がはるかに大きいといわれる。2009 年

の総選挙での民主党の圧勝や 2012 年の

総選挙での自民党の圧勝などが典型例で

ある。

小選挙区制は 1選挙区あたりの定数は

1だから 2人立候補していれば 49％得票

した候補者は落選し 51％得票した候補

者は当選する。3人立候補していれば 2

人が 33％ずつ得票し，1 人が 34％得票

すれば，34％得票した候補者が当選する。

選挙での選択が時代の運命をきめるこ

とを，私たちは「地理歴史科」「公民科」

をはじめさまざまな教科科目の学習を通

して学んだ。この選択の重さを知ってい

るだけに，18 歳投票制に直面して真剣

に悩むのだ。大いに悩んで真
しん

摯
し

な一票を

投じよう。

選挙に際して注意すべきこと
18 歳未満の人は投票に行けな

いだけでなく，選挙運動もできない。選

挙運動とは，公示日もしくは告示日に立

候補者が届け出を受理されたときから投

票日の前日までの選挙運動期間内に，あ

る特定の候補者や政党に票を入れるよう

に，もしくは入れないように他人に働き

かける行為をいう。

次の①～④の事例で 18 歳未満の人が

おこなった場合に選挙違反になるものは

どれか考えよう。

事例①　自分に送られてきた選挙運動用

電子メールを他人に転送する。

事例②　自分で選挙運動メッセージを掲

示板やブログに書き込む。

事例③　他人の選挙運動のようすを動画

共有サイトに投稿する。

事例④　他人の選挙運動メッセージを

SNSなどを用いて広める。

この事例①～④はいずれも選挙違反に

なる。特に事例①は一般の有権者も禁じ

られている。現実には，選挙運動期間は

限られているので各自で注意さえしてい

れば大きな問題にはならないだろう。し

かし，細心の注意が求められることは間

違いない。

改正公職選挙法が成立し，模擬投票する高校生

考えてみよう
①	過去の選挙を例に，任意の複数の政党
や候補者を選び，選挙で何を訴え，ど
のような選挙結果であったか調べてみ
よう。

②	過去の選挙を例に，自分が有権者であ
れば，どういう基準でどの政党や候補
者に投票したか，根拠や基準を明らか
にして考えてみよう。

0 10 20 30 40 50 60 70 80%

議席占有率得票率

公明

維新

民主

自民
48%

76%

23%
13%

8%
4%

1%
3%

衆議院総選挙での各党の得票率と議席占有率　
（2014 年 12月，小選挙区）
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　　　私たちは一体どのくらいの時間働くのだろうか。仮に

22 歳から 65 歳まで働くとすると，約 9万時間働くこと

になる。働くということには「生きるため」，「お金のため」

という意味もあるし「多くの人々の役に立つ」という意義

もある。「自分の夢の実現」という面もある。この 9万時

間には多様な意味がふくまれているのだ。

この間に結婚して家庭をもつ人も多い。さらに一人ひと

りの生きがいを探す貴重な時間でもあるのだ。働くことを

どのようにとらえるのか。同時に働く時間以外でどのような生き

方をめざすのかを見つめ直してみよう。

働く目的は何なのか
この質問に，国民の約半数は「お

金を得るために働く」と回答している。

つづいて「社会の一員として，務
つと

めを果
は

た

すため」，「自分の才能や能力を発揮する

ため」，「生きがいを見つけるため」とい

う目的があげられている。もしも約 9万

時間働くとしたならば，この「働く」とい

う大切な行為にどのような意味を見いだ

せばよいのだろうか。

雇用状況の急激な変貌
近年，規制を緩和して就業形態

を多様化しようという考え方が広がって

いる。この考え方によると，賃金の安定

はむずかしいが成果主義にもとづく賃金

体系により，企業は働き手を効率よく活

用できるという長所がある。

また，このような考え方にくわえて

ワークライフバランスという概念も多く

の人々に受け入れられている。これは，

仕事もプライベートもともに充実させる

働き方や生き方のことをさす。

右上の表は，日本の各企業で取り組まれ

ているワークライフバランスの例である。

このような取り組みがおこなわれてい

る背景には，労働人口減少が見込まれる

なかで育児と就労を両立できる環境づく

りが急務となっていることがあげられる。

若者をとりまく労働環境
このような環境整備がすすむ一

方で，ここ約 10 年間で 40 万人から 62

万人に増加しているニートの状況が注目

される。働くという社会のなかでの基本

的な活動ができていない若者が多くでて

きてしまう原因はどこにあるのだろうか。

不況のために求人数が減少している，

産業構造の変化にともない求人と求職の

ミスマッチがおきている，若者の学力が

低下し，企業の求めている水準に届かな

い，などの指摘もある。

その一方で，若者の定職願望が弱くな

り，フリーター志向が高まっているとい

な
ぜ
人
は
働
く
の
か

4
働
く
と
は
ど
う
い
う
こ
と
な
の
か
？

う考えを主張している人もいる。日本の

経済力を背景に，経済的に困っている若

者が減少し，収入を得ようとする動機が

弱いということや，我
が

慢
まん

や辛
しん

抱
ぼう

をしてま

で働くことはないと考える若者が増えた

というのも事実であろう。学校の進路指

導と労働市場とのミスマッチの可能性も

ある。中高年の雇用を確保するために，

若者の雇用機会が失われるという指摘も

ある。これにくわえて派遣やアルバイト・

パートが増加し，新規学卒者の求人数が

減少しているという事実もある。このよ

うに若者の労働環境悪化の理由は，さま

ざまな要因が複雑に絡
から

み合っているのだ。

現代日本の雇用と労働政策の在り方
労働政策における近年の大きな

変化は，1999 年の労働者派遣法改正に

より派遣業種が拡大されたことだ。これ

は，それまでの労働者派遣の対象事業を

「原則として認めないが許可された業務

のみ認める」という方式から，「原則とし

て労働者派遣事業を認めるが，ふさわし

くないとしてリストにあげられた業務は

禁止する」という方式に変えたことで実

現した。

さらに，2003 年の改正により労働者

派遣にふさわしくないとしてリストにあ

げられていた製造業においても，派遣労

働者の使用が可能となり，規制緩和がさ

らにすすめられた。2015 年には改正労

働者派遣法が成立し，派遣を活用できる

期間が 3年というこれまでの企業に対す

るルールがなくなったことで，働く人を

定期的に替
か

えることで同一労働を派遣労

働者にまかせることが可能になった。

また，女性の活用推進法ができて，大

企業や自治体は女性の管理職人数の目標

数値を定めることになった。ワーキング

プアという言葉が聞かれるようにもなっ

て久しいなか，さまざまな雇用問題を解

決するために，私たちはどのような政策

を選択するべきなのだろうか。そして，

働くということをどのようにとらえてい

けばよいのか，考えなければならない。

考えてみよう
①	人生の時間，働く時間，睡眠時間，自
由時間，通勤通学時間等，一人ひとり
の人生のなかでこれらにどのくらいの
時間を使うのだろうか。その合計時間
を計算してみよう。

②	あなたは今どのような夢を実現しよう
と計画しているだろうか。その夢の実
現には何が必要だろう。

③	人間にとって「働く」とはどういう意
味をもっているだろうか。自分・家族・
社会などの観点から考えてみよう。

④	正社員で働きたいという人がその希望
をかなえるためにはどのような政策が
必要だろうか。考えてみよう。

日本企業で取り組まれているワークライフバランスの例　（「読売新聞」2015 年７月９日より作成）

大手スーパーA社 大型店を中心に従業員などに向けた保育所を運営
食品メーカー B社 朝方勤務支援のため，社員食堂で一部の朝食を無料化
生命保険会社C社 職員を対象にテレワークを導入。パソコンを通して自宅でも仕事ができるようにする
飲料メーカーD社 全社員を対象に在宅勤務を導入
通信会社 E社 退社から出社まで 11時間あける制度を導入

働く目的は何か　（内閣府
「平成 27 年度 国民生活に
関する世論調査」より）

4.7%

19.8%

7.6%

14.0%

53.7%

お金を得るために働く

社会の一員として
務めを果たすために働く

自分の才能や能力を
発揮するために働く

生きがいを
みつけるために働く

わからない

現代政治経済-03編-01章-04.indd   すべてのページ 2016/03/23   22:31238　第 3編　現代社会の諸課題

第2章

第 2章　国際社会の政治や経済の諸課題　239

5

10

15

20

25

30

5

10

15

20

　　　2015 年に COP21（国連気

候変動枠組条約第 21 回締約

国会議）において地球温暖化

対策に向けた新しい枠組みが

採択され，パリ協定と名づけ

られた。これは，条約に加盟

している，先進国も発展途上

国もふくめた 196 か国・地

域すべてが温暖化対策に取り

組むという国際的な枠組み

で，それまでの京都議定書に代
か
わるものでもある。

京都議定書の大きな意義と課題
国連気候変動枠組条約を締約し

た国が集まる締約国会議（Conference of 

the Parties, COP）は，1995 年 の COP1

から年に一度開かれている。京都議定書

は，1997 年に開催された COP3 で採択

された取り決めで，先進国に対して二酸

化炭素等の削減量を割り当てたもので

あった。ところが，京都議定書発効に向

けたうごきのなかで，当時の二酸化炭素

等の最大排出国であったアメリカが離脱

したり，削減を義務づけられていなかっ

た中国やインドが，急速に経済的な拡大

をすすめたことで排出国の上位になった

りするなど，京都議定書の枠組みを全面

的に見直す必要性がでてきた。

先進国の主張と発展途上国の主張
京都議定書の背景には，すでに

経済発展を達成して豊かな生活を送って

いる先進国の，地球環境の保全を優先し

て世界中の国で取り組もうという考え方

と，貧困を一刻も早く克服して経済成長

を優先して生活水準を引き上げようとい

う発展途上国の主張との対立があった。

この両者の考え方の対立から話し合いは

難航した。ここには自国と地球の将来に

関する課題意識に，大きなずれがあった

のである。

パリ協定の意義と課題
各国の話し合いが難航する一方

ポ
ス
ト
京
都
議
定
書
と
パ
リ
協
定

9
パ
リ
協
定
で
世
界
の
温
暖
化
対
策
は
す
す
む
の
か
？

で温暖化はスピードをゆるめることなく

すすんでいく。多くの国の人々が地球温

暖化対策にはすべての国が参加するべき

であるとの認識を強めていくなかで，

2015 年の COP21 においてパリ協定が採

択された。COP3 の京都議定書と COP21

のパリ協定は，地球温暖化対策の大きな

曲がり角を示している。パリ協定では，

すべての締約国が二酸化炭素等の温室効

果ガスの削減に取り組むための法的な枠

組みを定めたこと，参加国は削減目標を

立てて，５年ごとに見直しをし，国際連

合に報告すること，先進国に発展途上国

向けの資金支援を義務づけたことなどが

大きな前進として評価されている。

このパリ協定は，2016 年に，世界の

二酸化炭素等排出量の 55％以上を占め

る 55 か国以上が批准して発効した。現

在，私たちは，シェールガスの活用方法，

太陽光発電や風力発電といった再生可能

エネルギー技術のより一層の普及なども

ふくめて，どのようにして必要なエネル

ギーをまかなっていくのかという課題を

考えていかなくてはならない。

国連の気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）　
（2015 年 12月，パリ）

温室効果ガスのはたらき　太陽からのエネル
ギーによって地表は暖められ，その熱は赤外線
となって放射される。大気中の温室効果ガス（二
酸化炭素など）は放射される熱を吸収し，ふた
たび地表に戻している（再放射）。

温室効果ガス濃度が
高いと再放射は多い

温室効果ガス濃度が
低いと再放射は少ない

熱の放出 熱の放出

再放射 再放射

平均気温14℃前後 気温の上昇

太陽光

太陽光

熱 熱

1990
210億 t

2012
317億 t

0 50 100 150 200 250 300 350
（億 t）

その他
59.3

100.7

12.2
16.6

19.5

35.150.782.5

日本 10.6
ロシア21.8インド5.8

EU28ヵ国
40.7

アメリカ
48.7

中国 22.8

世界の二酸化炭素（CO2）排出量　2012 年の世界の総排出
量は 317 億 t で，1990 年にくらべて 100 億 t 以上増加し
ている。（『世界国勢図会』2015/16 年版）

ポスト京都議定書における対立軸

新興国
島しょ国や
後発発展
途上国など

先進国

ブラジル
南アフリカ

VS

インド
中 国

アメリカ
VS
EU

京都議定書 パリ協定

目的
大気中の温暖化ガ
スの濃度を安定化
させる

産業革命前からの
気温上昇を2度未
満に抑えることを
めざす

対象国 38か国・地域
（2013～ 20年） 196か国・地域

削減目標に
対する罰則

達成できない場合
には罰則あり 達成義務はない

採択年 1997年 2015年

国別の
削減目標

政府間の交渉で決
定される

すべての国が策
定・報告・見直し
の義務がある

日本の削減
について

第 1 約束期間は
「1990 年 比 6 ％
削減」。第 2 約束
期間は不参加

2030 年 ま で に
13年比 26％削減

京都議定書とパリ協定

考えてみよう
①	世界の温室効果ガスの排出量を調べて
みよう。そのうえで先進国と発展途上
国はこれまでどのような点で意見が対
立していたのかをまとめてみよう。

②	京都議定書とパリ協定の内容を比較し
てみよう。よりよい社会を創り出すた
めに，どのような工夫が盛り込まれて
いるのかを見つけてみよう。

③	未来のエネルギーのあり方について考
えてみよう。具体的に，10 年後，30
年後，50 年後のエネルギー供給のあ
り方を提言してみよう。
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 対照表２

図書の構成・内容 学習指導要領の内容 該当箇所 配当
時数

第１編　現代の政治 （１）現代の政治 36

第１章　民主政治の基本原理 ア　民主政治の基本原理と日本国憲法 p. ６～ 25 ６

第２章　日本国憲法と国民主権 p.26 ～ 31 ２

第３章　日本国憲法と平和主義 p.32 ～ 41 ４

第４章　日本国憲法と人権保障 p.42 ～ 63 ８

第５章　日本の政治機構 p.64 ～ 77 ５

第６章　現代日本の政治 p.78 ～ 87 ３

第７章　国際政治と日本 イ　現代の国際政治 p.88 ～ 114 ８

第２編　現代の経済 （２）現代の経済 26

第１章　現代経済のしくみと特質 ア　現代経済の仕組みと特質 p.116 ～ 143 ８

第２章　金融と財政のしくみ p.144 ～ 154 ３

第３章　日本経済のあゆみと現状 p.155 ～ 162 ５

第４章　福祉の向上と日本経済の課題 p.163 ～ 191 ４

第５章　世界経済と日本 イ　国民経済と国際経済 p.192 ～ 220 ６

第３編　現代社会の諸課題 （３）現代社会の諸課題 ３

第１章　現代日本の政治や経済の諸課題 ア　現代日本の政治や経済の諸課題 p.222 ～ 235

第２章　国際社会の政治や経済の諸課題 イ　国際社会の政治や経済の諸課題　 p.236 ～ 245
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